
 

姶良市衛生協会各種環境改善活動団体事業補助金交付要綱 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、各種の環境改善を目的とした活動を行っている団体（以下「各種環境改善

活動団体」という。）が、新たに企画提案する環境美化及びごみ減量に資する事業（以下「新

たな事業」とう。）を支援することにより、各種環境改善活動団体が主体となった自主的な活

動を促進するため、新たな事業の実施に要する経費について、姶良市衛生協会各種環境改善活

動団体事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、必要な事項を定めるもの

とする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付を受けることができる者（以下「申請者」という。）は、次の各号のいず

れにも該当する団体とする。 

(１) ５人以上で組織し、姶良市内に活動拠点を持っていること。 

(２) 責任者が明確で新たな事業の企画から提案、実施、実績報告まで責任を持って実行でき

る団体であること。 

(３) 営利を目的とした団体でないこと。 

(４) 宗教活動又は政治活動を目的とした団体でないこと。 

(５) 当該団体が法人の場合は市税の滞納がないこと。 

(６) その他公共の福祉に反する活動をしていないこと。 

（補助対象事業） 

第３条 対象とする事業は、次の各号のいずれにも該当するものとする。ただし、施設整備を目

的とするもの又は団体等の定例となっている行事は、補助対象としない。 

(１) 姶良市内で行う事業であること。 

(２) 新たな活動又はこれまでの活動を拡充する活動で、かつ、環境美化やごみ減量など公益

性があり、各種環境改善活動団体が主体となった活動であると姶良市衛生協会会長（以下「会

長」という。）が認めたもの 

(３) 国、県又は市などが行う財政的な支援制度の対象となっていないこと。 

（補助金額） 

第４条 交付する補助金の限度額は30万円とする。 

２ 補助金は、予算の範囲内において交付する。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表に定める経

費とする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金交付の申請は、補助金交付申請書（様式第１号、以下「申請書」という。）によ

るものとする。 

２ 申請者は、申請書に次に掲げる書類を添えて、会長に提出しなければならない。 

(１) 事業計画書（様式第２号） 

(２) 事業収支予算書（様式第３号） 

(３) 各種環境改善活動団体に関する調書（様式第４号） 

(４) その他会長が必要と認める書類 

（意見の聴取） 

第７条 会長は、前条の申請があったときは、姶良市衛生協会理事会に諮り、意見を聴取するも

のとする。 

（補助金の交付決定及び却下） 

第８条 会長は、理事会の意見を聴取した後、速やかに補助金の交付の適否を決定し、補助金交

付決定通知書（様式第５号）により、申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第９条 補助事業等の実績報告は、補助金実績報告書（様式第６号、以下「実績報告書」という。）



 

によるものとし、事業完了から起算して30日を経過した日又は補助金の交付の決定に係る会計

年度の３月31日のいずれか早い日までに報告しなければならない。この場合において、やむを

得ない理由によりその日までに提出が困難になったときは、あらかじめ会長の承認を受けなけ

ればならない。 

２ 実績報告書に添付すべき書類は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 事業実績書（様式第７号） 

(２) 収支決算書（様式第８号） 

(３) 証拠帳票類の写し 

(４) その他会長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第10条 補助金の額の確定の通知は、補助金交付確定通知書（様式第９号）により行うものとす

る。 

（補助金の交付） 

第11条 補助金の交付は、補助金交付請求書（様式第10号）によるものとし、前条の規定による

補助金の額の確定通知を受けた日から起算して30日までに会長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第12条 会長は次に掲げる場合には、第８条の決定の内容の全部又は一部を取り消し、又は変更

することができる。 

(１) 補助事業等に関して補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等又

は会長の命令若しくは指示に違反したとき。 

(２) 補助金を目的以外の用途に使用したとき。 

(３) 申請書その他の関係書類に虚偽の記載をし、又は事業の実施について不正な行為をした

とき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、この要綱の規定に違反する行為をしたとき。 

２ 前項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金等の額の確定があった後においても適

用があるものとする。 

３ 会長は、前項の規定による補助金の交付決定を取り消したときは、補助金交付決定取消し・

返還通知書（様式第11号）により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

に通知する。 

（補助金の返還） 

第13条 会長は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等の当該取消しに

係る部分に関し、既に補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるも

のとする。 

２ 前項の期限は、交付決定の取消しの通知がなされた日から10日以内とする。 

（譲渡及び担保の禁止） 

第14条 交付決定者は補助金の交付を受ける権利を譲渡し、又は担保に供してはならない。 

（調査） 

第15条 会長は、補助金の適正な執行を図るため必要があるときは、交付決定者に対して報告さ

せ、又は姶良市衛生協会事務局職員をして帳簿書類その他の物件等について必要な調査をさせ

ることができる。 

（補助金の経理） 

第16条 交付決定者は、補助金の交付の対象となる事業に係る収入及び支出を他の経理と区分し、

補助金の使途を明確にしておかなければならない。 

２ 交付決定者は、前項の収入及び支出についての証拠書類を整備し、当該事業の完了の属する

会計年度の翌会計年度から５年間保管しておかなければならない。 

（委任） 

第17条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が定める。 

  附 則 

 この要綱は、平成26年10月１日から施行する。    



 

別表（第５条関係） 

  

区分 内容 

１ 報償費 講師、専門家、出演者、協力者への謝金等 

２ 旅費 講師等の交通費、宿泊費等 

３ 需用費 消耗品、印刷製本費（チラシ、ポスター等）、燃料費等 

４ 役務費 郵便料（切手代等）、保険料等 

５ 使用料及び賃借料 機器類の借上（レンタル）料、会場借上料等 

６ 委託料 会場設営委託料、警備委託料等 

７ 原材料費 材料、資材等 

８ その他必要な経費 区分１から７までの経費以外で、会長が必要かつ適切と認め

るもの 

 


